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研究成果の概要（和文）： 

憲法および憲法学が現実の政治や社会に対して、また、他の法学・社会科学の分野に対してど

のような規範的な力を発揮しているか、発揮すべきかについて、他分野の研究との交流、憲法

の歴史的発展、外国との比較研究を通じて解明した。日本国憲法は、戦後の政治・社会におい

て基本法としての規範力を発揮し、戦後日本の展開を支えてきたこと、民事法、刑事法の分野

でも憲法が浸透し、憲法ないし憲法学との相互交流の動きがでてきている。 

 
研究成果の概要（英文）： 
Our study has investigated whether and how the Constitution and constitutional law 
studies had affect the normative power to actual politics and social life, or/and to legal 
and social sciences in other fields, by means of academic exchange with other studying 
fields, of the historical study of the development of the Constitution, and of 
comparative study of foreign countries. The conclusion is that the Constitution of 
Japan has demonstrated the normative power as the basic law in the postwar political 
and social life in Japan, that it has supported the deployment of Japan postwar, and 
that it has influenced civil law and criminal law and there have been mutual exchange 
between the other legal studies and Constitution and constitutional law studies. 
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１．研究開始当初の背景 

2000 年の憲法調査会の設置と 2005 年の
報告書の提出以来、憲法改正論議が活発にな
っている。安倍晋三前首相の改憲志向はきわ

めて強かったが、辞任によって改憲論もやや
下火になっている。この間の憲法改正論議に
おける欠陥は、日本国憲法が戦後 60 年の間、
どのように国民意識に定着し、市民生活の土
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台を築き上げ、また、戦後政治を人権と民主
主義の方向へと規律してきたか、どれだけ日
本国憲法が有効な規範力をもって戦後政
治・社会の基礎を形成してきたか、について
十分な論証をもった検証がなされていない
ことである。日本国憲法が戦後日本の政治・
社会に対してもってきた「規範力」を学問的
に論証することは、今後の日本国憲法の展開、
および、将来の日本の政治・社会の発展にと
って、きわめて重要な作業である。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、日本国憲法が政治・社会・
法の分野においてもつ、あるいはもつべき憲
法の規範力について考察することにある。日
本国憲法は制定後 60 年を経過し、さらに 21 

世紀の日本の政治と社会も発展しようとし
ている。このような日本の政治・社会の転換
期において、日本国憲法は政治や社会の現実
に対してどのような規範力をもっているか、
あるいは、現実の政治や社会をどのように規
律すべきかを多角的に考察することは、政
治・社会の基礎法としての憲法の意義を再認
識し再検討するうえできわめて重要な憲法
学的作業である。 

また、本研究では、憲法学の立場からのみ
憲法の規範力について考えるのではなく、政
治学・法社会学・法哲学のほか、民事法学、
刑事法学、訴訟法学、国際法学などの他の法
律・社会科学・法学の分野との関連でも憲法
の規範性を問題とし、それらの他の学問分野
との間での対話によって憲法の規範力を考
察しようとするものである。 

 

３．研究の方法 

本研究は、ドイツ憲法判例研究会によって
担われる総合的な研究である。ドイツ憲法判
例研究会(代表：栗城壽夫、戸波江二)は 1992 
年に創設され、これまでドイツ憲法判例研究、
日独憲法学比較研究、ドイツ人研究者との共
同研究など多方面で研究活動を行ってきた
が、本共同研究では「憲法の規範力」、すな
わち、憲法の政治・社会・法に対する妥当性
について考察する。そこでの主要なテーマと
しては、憲法の、①社会・メディア、②政治、
③法の 3 分野に対する規範力を分け、さらに
③法分野をさらに分けて、③憲法の規範力の
基礎理論、④行政法・行政過程、⑤民事法・
市民生活、⑥刑事法、犯罪と刑罰、刑事手続、
⑦裁判と訴訟、⑧国際法・国際人権、に分け、
それぞれのテーマで責任者と連携研究者を
配置し、共同研究を行う。 
 
４．研究成果 
  憲法の規範力につき、①政治部会、②メデ
ィア部会、③基礎理論部会、④行政部会、⑤
市民法部会、⑥刑事法部会、⑦裁判法部会、

⑧国際法・国際人権部会、に分け、それぞれ
研究を進めた。各部会での活動はさまざまで
あるが、全体として、憲法・憲法学が他の政
治社会分野、法分野に対して大きな影響を与
えていること、日本国憲法が戦後の社会のな
かでの基礎法として社会秩序の形成と発展
を支えてきたことが確認された。各部会での
研究成果のとりまとめは、本年中の刊行をめ
ざして編集中である。 
  比較研究では、2009 年 3 月のドイツ・ミュ
ンヘン大学調査、2009 年 9 月フライブルグ大
学での共同研究とカールスルーエ・ドイツ連
邦憲法裁判所訪問を行った。2010 年 9 月には
ドイツ・ベルリン大学・ポツダム大学訪問調
査とベルリンでの研究会を行った。2012 年 3
月には、韓国・台湾・中国の憲法研究者 7 名
を招いて「憲法と私法」共同研究を実施した
(早稲田大学)。また、フライブルグ大学ヴュ
ルテンベルガー教授を招聘し、講演会と意見
交換会を行った。比較研究で得た成果は、ド
イツ憲法学が未来志向であり、EU、テロ対策、
個人情報保護などの難題に果敢に取り組み、
社会・政治の発展に寄与していることが確認
された。また、アジアでも憲法を基本価値と
して社会の基礎に据え、政治の動態を規律し
て社会の発展を支えていることも明らかに
なった。とりわけ、ドイツ・韓国・台湾の憲
法裁判所が重要な役割を担っていることが
注目された。 
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